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奈良市議案第２５号

平成３０年度奈良市病院事業会計予算

（総則）

第１条 平成３０年度奈良市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

１．病 床 数 一 般 病 床 ３４９床

感染症病床 １床

２．年 間 患 者 数

⑴ 入 院 １０９，５００人

⑵ 外 来 ２２７，８５０人

３．１日平均患者数

⑴ 入 院 ３００人

⑵ 外 来 ７７５人

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 病院事業収益 ７６５，１３２千円

第１項 医 業 収 益 ４９，０２３千円

第２項 医 業 外 収 益 ６１１，１６６千円

第３項 看護師養成事業収益 １０４，９４３千円

支 出

第１款 病院事業費用 ８８６，９００千円

第１項 医 業 費 用 ７６８，９３５千円

第２項 医 業 外 費 用 １１，５２５千円

第３項 看護師養成事業費用 １０４，９４０千円

第４項 予 備 費 １，５００千円
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第１款 資本的収入 １１３，１００千円

第１項 補 助 金 １，７３３千円

第２項 負 担 金 １１１，３６７千円

支 出

第１款 資本的支出 １１３，１００千円

第１項 建 設 改 良 費 １，７３３千円

第２項 企業債償還金 １１１，３６７千円

（一時借入金）

第５条 一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

第１項 医 業 費 用

第２項 医 業 外 費 用

第３項 看護師養成事業費用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。

⑴ 職員給与費 ５１，５００千円

（他会計からの補助金）

第８条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３９，３２６千円である。

平成３０年２月２８日提出

奈良市長 仲 川 元 庸
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附 属 書 類

１．平成３０年度 奈良市病院事業会計予算実施計画

２．平成３０年度 奈良市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

３．平成３０年度 奈良市病院事業給与費明細書

４．平成３０年度 奈良市病院事業予定貸借対照表

５．平成２９年度 奈良市病院事業予定損益計算書

６．平成２９年度 奈良市病院事業予定貸借対照表

７．平成３０年度 奈良市病院事業会計予算事項別明細書

８．奈良市病院事業注記表
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平成３０年度奈良市病院事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

１．病院事業収益 765,132

１．医 業 収 益 49,023

１．他会計負担金 49,023 一般会計負担金

２．医業外収益 611,166

１．受 取 利 息 50 預金利息

２．補 助 金 57,339 国・県補助金

３．他会計補助金 29,758 一般会計補助金

４．他会計負担金 361,581 一般会計負担金

５．長期前受金戻入 149,480 受贈財産評価額長
期前受金戻入ほか

６．その他医業外収益 12,958 協会負担金ほか

３．看護師養成
事 業 収 益 104,943

１．他会計補助金 7,835 一般会計補助金

２．他会計負担金 44,305 一般会計負担金

３．その他看護師
養 成 収 益 52,803

授業料収入、入学
料収入、入学考査
料収入、手数料収
入
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支 出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

１．病院事業費用 886,900

１．医 業 費 用 768,935

１．給 与 費 26,000 職員給与費

２．経 費 469,419 交付金等諸経費

３．減価償却費 273,516 有形固定資産減価
償却費ほか

２．医業外費用 11,525

１．支払利息及び
企業債取扱諸費 11,525 企業債利息

３．看護師養成
事 業 費 用 104,940

１．看護師養成費 104,940
職員給与費、看護
専門学校業務委託
料ほか

４．予 備 費 1,500

１．予 備 費 1,500
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

（単位：千円）

支 出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

１．資本的収入 113,100

１．補 助 金 1,733

１．他会計補助金 1,733 一般会計補助金

２．負 担 金 111,367

１．他会計負担金 31,313 一般会計負担金

２．負 担 金 80,054 協会負担金

款 項 目 予 定 額 備 考

１．資本的支出 113,100

１．建設改良費 1,733

１．固定資産購入費 1,733 リース資産購入費

２．企業債償還金 111,367

１．企業債償還金 111,367 企業債元金償還金

┄ 6┄



平成３０年度奈良市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

（単位：千円）

⑴ 業務活動によるキャッシュ・フロー

１ 当年度純利益（△純損失） △ 121,768
２ 減価償却費 273,516

３ 長期前受金戻入額 △ 149,480
４ 受取利息 △ 50
５ 支払利息及び企業債取扱諸費 11,525

６ 未収金の増加（△）・減少額 3,199

７ 未払金の増加・減少（△）額 △ 7,477
８ その他流動負債の増加・減少（△）額 △ 1,565

小計 7,900

受取利息 50

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 11,525
業務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,575

⑵ 投資活動によるキャッシュ・フロー

１ 一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 113,100

投資活動によるキャッシュ・フロー 113,100

⑶ 財務活動によるキャッシュ・フロー

１ 企業債の償還による支出 △ 111,367
２ リース債務の返済による支出 △ 1,733

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 113,100

資金増加額（又は減少額） △ 3,575
資金期首残高 387,035

資金期末残高 383,460
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３
．
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┄10┄



⑶
級
別
・
号
別
職
員
数

（
単
位
：
人
・
％
）

区
分

一
般
行
政
職
（
特
定
任
期
付
職
員
を
除
く
。
)

一
般
行
政
職
（
特
定
任
期
付
職
員
)

級
職
員
数

構
成
比

号
職
員
数

構
成
比

平
成
30
年
１
月
１
日
現
在

1
1

2
1

25
.0

2
3

3
4

1
25
.0

4
5

1
25
.0

5
1

10
0.
0

6
6

7
1

25
.0

8 9 10 計
4

10
0.
0

計
1

10
0.
0

区
分

一
般
行
政
職
（
特
定
任
期
付
職
員
を
除
く
。
)

一
般
行
政
職
（
特
定
任
期
付
職
員
)

級
職
員
数

構
成
比

号
職
員
数

構
成
比

平
成
29
年
１
月
１
日
現
在

1
1

2
1

25
.0

2
3

3
4

4
1

10
0.
0

5
1

25
.0

5
6

1
25
.0

6
7 8

1
25
.0

9 10 計
4

10
0.
0

計
1

10
0.
0

┄11┄



（
級
別
・
号
別
の
標
準
的
な
職
務
内
容
）

区
分

１
級

２
級

３
級

４
級

５
級

６
級

７
級

８
級

９
級

10
級

一
般
行
政
職

(特
定
任
期
付
職
員
を
除
く
｡)
事
務
職
員

技
術
職
員

主
事

主
務

係
長
級

課
長
補
佐
級

主
幹
級

課
長
級

次
長
級

部
長
級

部
長
級

区
分

１
号

２
号

３
号

４
号

５
号

６
号

一
般
行
政
職

（
特
定
任
期
付
職
員
）

課
長
補
佐
級

主
幹
級

課
長
級

次
長
級

部
長
級

部
長
級

⑷
昇
給

区
分

合
計

職
種

一
般
行
政
職

本 年 度

職
員
数

（
Ａ
）
（
人
）

5
5

昇
給
に
係
る
職
員
数

（
Ｂ
）
（
人
）

3
3

号
給
数
別
内
訳

１
号
給

（
人
）

２
号
給

（
人
）

３
号
給

（
人
）

４
号
給

（
人
）

3
3

比
率

（
Ｂ
）
／
（
Ａ
）
（
％
）

60
.0

60
.0

前 年 度

職
員
数

（
Ａ
）
（
人
）

6
6

昇
給
に
係
る
職
員
数

（
Ｂ
）
（
人
）

3
3

号
給
数
別
内
訳

１
号
給

（
人
）

２
号
給

（
人
）

３
号
給

（
人
）

４
号
給

（
人
）

3
3

比
率

（
Ｂ
）
／
（
Ａ
）
（
％
）

50
.0

50
.0

┄12┄



⑸
期
末
手
当
・
勤
勉
手
当

一
般
行
政
職
（
特
定
任
期
付
職
員
を
除
く
。
）

区
分

支
給
期
別
支
給
率

支
給
率
計

（
月
分
）

職
制
上
の
段
階
、
職
務
の

級
等
に
よ
る
加
算
措
置

備
考

６
月
（
月
分
)

12
月
（
月
分
)

本
年

度
2.
12
5

2.
27
5

4.
40

有
一
般
会
計
と
同
じ

前
年

度
2.
07
5

2.
22
5

4.
30

有
一
般
会
計
と
同
じ

一
般
会
計
の
制
度

2.
12
5

2.
27
5

4.
40

有

一
般
行
政
職
（
特
定
任
期
付
職
員
）

区
分

支
給
期
別
支
給
率

支
給
率
計

（
月
分
）

職
制
上
の
段
階
、
職
務
の

級
等
に
よ
る
加
算
措
置

備
考

６
月
（
月
分
)

12
月
（
月
分
)

本
年

度
1.
65

1.
65

3.
30

有
一
般
会
計
と
同
じ

前
年

度
1.
62
5

1.
62
5

3.
25

有
一
般
会
計
と
同
じ

一
般
会
計
の
制
度

1.
65

1.
65

3.
30

有

注
特
定
任
期
付
職
員
は
、
期
末
手
当
の
み

⑹
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扶
養
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勤
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平成３０年度奈良市病院事業予定貸借対照表
（平成３１年３月３１日）

（単位：千円）

資 産 の 部

１．固 定 資 産

⑴ 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,966,681

ロ 立 木 732

ハ 建 物 3,427,160

減 価 償 却 累 計 額 △ 342,462 3,084,698

ニ 建 物 附 属 設 備 2,731,245

減 価 償 却 累 計 額 △ 706,023 2,025,222

ホ 構 築 物 81,318

減 価 償 却 累 計 額 △ 19,981 61,337

ヘ 機 器 備 品 473,941

減 価 償 却 累 計 額 △ 446,584 27,357

ト 機 械 及 び 装 置 74,890

減 価 償 却 累 計 額 △ 29,926 44,964

有 形 固 定 資 産 合 計 7,210,991

⑵ 無 形 固 定 資 産

イ リ ー ス 資 産 534

無 形 固 定 資 産 合 計 534

固 定 資 産 合 計 7,211,525

２．流 動 資 産

⑴ 現 金 預 金 383,460

⑵ 未 収 金 44,186

貸 倒 引 当 金 △ 4,966 39,220

流 動 資 産 合 計 422,680

資 産 合 計 7,634,205
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資 本 の 部

６．資 本 金 1,354

７．剰 余 金

⑴ 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 1,840,000

ロ 負 担 金 406,281

資 本 剰 余 金 合 計 2,246,281

⑵ 利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,331,929

欠 損 金 合 計 1,331,929

剰 余 金 合 計 914,352

資 本 合 計 915,706

負 債 資 本 合 計 7,634,205

負 債 の 部

３．固 定 負 債

⑴ 企 業 債

イ 建設改良等の財源に充てる企業債 4,165,556

企 業 債 合 計 4,165,556

固 定 負 債 合 計 4,165,556

４．流 動 負 債

⑴ 企 業 債

イ 建設改良等の財源に充てる企業債 179,297

企 業 債 合 計 179,297

⑵ リ ー ス 債 務 577

⑶ 未 払 金 89,967

⑷ 預 り 金 237

流 動 負 債 合 計 270,078

５．繰 延 収 益

⑴ 長 期 前 受 金 2,873,584

⑵ 収 益 化 累 計 額 △ 590,719
繰 延 収 益 合 計 2,282,865

負 債 合 計 6,718,499

┄15┄



平成２９年度奈良市病院事業予定損益計算書
（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

（単位：千円）

１．医 業 収 益

⑴ 他 会 計 負 担 金 48,031 48,031

２．医 業 費 用

⑴ 給 与 費 26,000

⑵ 経 費 460,846

⑶ 減 価 償 却 費 267,746 754,592

医 業 損 失 706,561

３．医 業 外 収 益

⑴ 受 取 利 息 50

⑵ 補 助 金 60,396

⑶ 他 会 計 補 助 金 29,085

⑷ 他 会 計 負 担 金 350,371

⑸ 長 期 前 受 金 戻 入 79,570

⑹ そ の 他 医 業 外 収 益 15,996 535,468

４．看護師養成事業収益

⑴ 他 会 計 補 助 金 16,217

⑵ 他 会 計 負 担 金 72,023

⑶ そ の 他 看 護 師 養 成 収 益 53,163 141,403

５．医 業 外 費 用

⑴ 支払利息及び企業債取扱諸費 16,508 16,508

６．看護師養成事業費用

⑴ 看 護 師 養 成 費 141,400 141,400 518,963

経 常 損 失 187,598

７．特 別 利 益

⑴ 固 定 資 産 売 却 益 40 40 40

当 年 度 純 損 失 187,558

前 年 度 繰 越 欠 損 金 1,022,603

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,210,161
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平成２９年度奈良市病院事業予定貸借対照表
（平成３０年３月３１日）

（単位：千円）

資 産 の 部

１．固 定 資 産

⑴ 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,966,681

ロ 立 木 732

ハ 建 物 3,427,160

減 価 償 却 累 計 額 △ 262,266 3,164,894

ニ 建 物 附 属 設 備 2,731,245

減 価 償 却 累 計 額 △ 529,517 2,201,728

ホ 構 築 物 81,318

減 価 償 却 累 計 額 △ 13,511 67,807

ヘ 機 器 備 品 473,941

減 価 償 却 累 計 額 △ 445,326 28,615

ト 機 械 及 び 装 置 74,890

減 価 償 却 累 計 額 △ 22,445 52,445

有 形 固 定 資 産 合 計 7,482,902

⑵ 無 形 固 定 資 産

イ リ ー ス 資 産 2,139

無 形 固 定 資 産 合 計 2,139

固 定 資 産 合 計 7,485,041

２．流 動 資 産

⑴ 現 金 預 金 387,035

⑵ 未 収 金 47,385

貸 倒 引 当 金 △ 4,966 42,419

流 動 資 産 合 計 429,454

資 産 合 計 7,914,495
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資 本 の 部

６．資 本 金 1,354

７．剰 余 金

⑴ 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 1,840,000

ロ 負 担 金 387,789

資 本 剰 余 金 合 計 2,227,789

⑵ 利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,210,161

欠 損 金 合 計 1,210,161

剰 余 金 合 計 1,017,628

資 本 合 計 1,018,982

負 債 資 本 合 計 7,914,495

負 債 の 部

３．固 定 負 債

⑴ 企 業 債

イ 建設改良等の財源に充てる企業債 4,344,042

企 業 債 合 計 4,344,042

⑵ リ ー ス 債 務 577

固 定 負 債 合 計 4,344,619

４．流 動 負 債

⑴ 企 業 債

イ 建設改良等の財源に充てる企業債 112,178

企 業 債 合 計 112,178

⑵ リ ー ス 債 務 1,733

⑶ 未 払 金 97,444

⑷ 預 り 金 1,802

流 動 負 債 合 計 213,157

５．繰 延 収 益

⑴ 長 期 前 受 金 2,778,976

⑵ 収 益 化 累 計 額 △ 441,239

繰 延 収 益 合 計 2,337,737

負 債 合 計 6,895,513

┄18┄



平
成
３
０
年
度
奈
良
市
病
院
事
業
会
計
予
算
事
項
別
明
細
書

収
益
的
収
入
及
び
支
出

収
入

款
項

目
本
年
度

前
年
度

比
較

節
説

明
区

分
金
額

１
．
病
院
事
業
収
益

千
円

千
円

千
円

千
円

76
5,
13
2

72
6,
40
2

38
,7
30

１
．
医
業
収
益

49
,0
23

48
,0
31

99
2

１
．
他
会
計
負
担
金

49
,0
23

48
,0
31

99
2
一
般
会
計
負
担
金

49
,0
23

特
別
交
付
税
相
当
分
（
救
急
関
係
）
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款
項

目
本
年
度

前
年
度

比
較

節
説

明
区

分
金
額

２
．
医
業
外
収
益

千
円

千
円

千
円

千
円

61
1,
16
6

53
6,
96
8

74
,1
98

１
．
受
取
利
息

50
50

0
預
金
利
息

50
２
．
補
助
金

57
,3
39

60
,3
96

△
3,
05
7
国
庫
補
助
金

21
,3
09

医
師
臨
床
研
修
費

19
,3
09

産
科
医
等
育
成
・
確
保
支
援
事
業

2,
00
0

県
補
助
金

36
,0
30

小
児
科
病
院
輪
番
体
制
参
加
病
院
運
営
費

9,
75
1

へ
き
地
医
療
拠
点
病
院
運
営
費

2,
08
2

病
院
内
保
育
所
運
営
費

1,
04
3

産婦
人科
病院
一次
輪番
体制
参加
病院
運営
費
9,
83
4

看
護
職
員
資
質
向
上
支
援
事
業

50
0

が
ん
診
療
連
携
拠
点
病
院
機
能
強
化
事
業
10
,1
35

新
人
看
護
職
員
研
修
事
業

74
5

感
染
症
指
定
医
療
機
関
運
営
事
業

57
1

救
急
救
命
士
病
院
実
習
受
入
促
進
事
業
1,
36
9

３
．
他
会
計
補
助
金

29
,7
58

30
,5
85

△
82
7
一
般
会
計
補
助
金

29
,7
58

職
員
給
与
費
ほ
か

４
．
他
会
計
負
担
金

36
1,
58
1

35
0,
37
1

11
,2
10

一
般
会
計
負
担
金

36
1,
58
1
普
通
交
付
税
相
当
分

35
4,
28
0

特
別
交
付
税
相
当
分
（
感
染
症
医
療
関
係
）
4,
39
5

企
業
債
償
還
利
息
市
負
担
金

2,
90
6

５
．
長
期
前
受
金
戻
入

14
9,
48
0

79
,5
70

69
,9
10

長
期
前
受
金
戻
入

14
9,
48
0
受
贈
財
産
評
価
額
長
期
前
受
金
戻
入
ほ
か

６
．
その
他医
業外
収益

12
,9
58

15
,9
96

△
3,
03
8
そ
の
他
医
業
外
収
益

12
,9
58

病
院
群
輪
番
制

2,
12
4

財
産
使
用
料

2,
21
5

企
業
債
償
還
利
息
協
会
負
担
金

8,
61
9
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款
項

目
本
年
度

前
年
度

比
較

節
説

明
区

分
金
額

３
．
看
護
師
養
成

事
業
収
益

千
円

千
円

千
円

千
円

10
4,
94
3

14
1,
40
3

△
36
,4
60

１
．
他
会
計
補
助
金

7,
83
5

16
,2
17

△
8,
38
2
一
般
会
計
補
助
金

7,
83
5
職
員
給
与
費
、
看
護
専
門
学
校
に
関
す
る
諸
経
費

２
．
他
会
計
負
担
金

44
,3
05

72
,0
23

△
27
,7
18

一
般
会
計
負
担
金

44
,3
05

普
通
交
付
税
相
当
分

３
．
その
他看
護師
養成
収益

52
,8
03

53
,1
63

△
36
0

そ
の
他
看
護
師
養
成
収
益

52
,8
03

授
業
料
収
入

45
,0
00

入
学
料
収
入

5,
00
0

入
学
考
査
料
収
入

2,
80
0

証
明
書
手
数
料
収
入

3
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支
出

款
項

目
本
年
度

前
年
度

比
較

節
説

明
区

分
金
額

１
．
病
院
事
業
費
用

千
円

千
円

千
円

千
円

88
6,
90
0

91
4,
00
0

△
27
,1
00

１
．
医
業
費
用

76
8,
93
5

75
4,
59
2

14
,3
43

１
．
給
与
費

26
,0
00

26
,0
00

0
給
料

11
,1
82

一
般
職
給

職
員
３
名

職
員
手
当

10
,2
79

扶
養
手
当

60
0

地
域
手
当

1,
23
9

通
勤
手
当

90
時
間
外
勤
務
手
当

2,
45
2

管
理
職
手
当

60
6

管
理
職
員
特
別
勤
務
手
当

27
期
末
手
当

3,
09
7

勤
勉
手
当

2,
14
4

特
殊
勤
務
手
当

24
法
定
福
利
費

4,
53
9
市
町
村
職
員
共
済
組
合
負
担
金

２
．
経
費

46
9,
41
9

46
0,
84
6

8,
57
3
報
償
費

30
0
市
立
奈
良
病
院
運
営
市
民
会
議
委
員
報
償
費

旅
費
交
通
費

43
普
通
旅
費

消
耗
品
費

17
5
事
務
用
消
耗
品
費

燃
料
費

7
ガ
ソ
リ
ン
購
入
費

印
刷
製
本
費

24
0
帳
票
印
刷
費

修
繕
料

20
0
備
品
修
繕
費

保
険
料

21
0
建
物
・
機
器
災
害
共
済
保
険
料

賃
借
料

59
7
パ
ー
ソ
ナ
ル
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
等
借
上
料

17
4

企
業
会
計
サ
ー
バ
借
上
料

39
6

リ
ー
ス
車
両
代

27
委
託
料

40
0
Ｐ
Ｃ
Ｂ
廃
棄
物
収
集
運
搬
・
処
分
業
務
委
託
料
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款
項

目
本
年
度

前
年
度

比
較

節
説

明
区

分
金
額

千
円

千
円

千
円

千
円

諸
会
費

86
自
治
体
病
院
開
設
者
協
議
会
負
担
金

58
自
治
体
病
院
経
営
講
習
会

10
エ
ネ
ル
ギ
ー
管
理
者
講
習
会

18
交
付
金

46
7,
16
1
運
営
交
付
金

(普
通・
特別
交付
税相
当分
、国
・県
補助
金、
病院
群輪
番制
)

３
．
減
価
償
却
費

27
3,
51
6

26
7,
74
6

5,
77
0
有
形
固
定
資
産

27
1,
91
1
建
物
減
価
償
却
費

80
,1
96

減
価
償
却
費

建
物
附
属
設
備
減
価
償
却
費

17
6,
50
5

構
築
物
減
価
償
却
費

6,
47
1

機
器
備
品
減
価
償
却
費

1,
25
7

機
械
及
び
装
置
減
価
償
却
費

7,
48
2

無
形
固
定
資
産

1,
60
5
リ
ー
ス
資
産
減
価
償
却
費

減
価
償
却
費

２
．
医
業
外
費
用

11
,5
25

16
,5
08

△
4,
98
3

１
．
支
払
利
息
及
び

11
,5
25

16
,5
08

△
4,
98
3

企
業
債
取
扱
諸
費

企
業
債
利
息

11
,5
25

市
負
担
金
2,
90
6
協
会
負
担
金
8,
61
9

３
．
看
護
師
養
成

事
業
費
用

10
4,
94
0

14
1,
40
0

△
36
,4
60

１
．
看
護
師
養
成
費

10
4,
94
0

14
1,
40
0

△
36
,4
60

給
料

12
,6
77

一
般
職
給

職
員
２
名

職
員
手
当

8,
43
8
地
域
手
当

1,
35
8

住
居
手
当

32
4

通
勤
手
当

35
5

管
理
職
手
当

89
8

管
理
職
員
特
別
勤
務
手
当

36
期
末
手
当

4,
29
8

勤
勉
手
当

1,
14
5

特
殊
勤
務
手
当

24

┄23┄



款
項

目
本
年
度

前
年
度

比
較

節
説

明
区

分
金
額

千
円

千
円

千
円

千
円

法
定
福
利
費

4,
38
5
市
町
村
職
員
共
済
組
合
負
担
金

旅
費
交
通
費

16
9
普
通
旅
費

消
耗
品
費

10
事
務
用
消
耗
品
費

燃
料
費

31
ガ
ソ
リ
ン
購
入
費

保
険
料

21
建
物
・
機
器
災
害
共
済
保
険
料

賃
借
料

17
0
リ
ー
ス
車
両
代

委
託
料

79
,0
05

看
護
専
門
学
校
業
務
委
託
料

使
用
料

2
有
料
道
路
通
行
料
（
関
西
圏
学
校
訪
問
用
）

諸
会
費

32
看
護
学
校
協
議
会
等
参
加
費

４
．
予
備
費

1,
50
0

1,
50
0

0
１
．
予
備
費

1,
50
0

1,
50
0

0
予
備
費

1,
50
0
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資
本
的
収
入
及
び
支
出

収
入

款
項

目
本
年
度

前
年
度

比
較

節
説

明
区

分
金
額

１
．
資
本
的
収
入

千
円

千
円

千
円

千
円

11
3,
10
0

41
,9
00

71
,2
00

１
．
補
助
金

1,
73
3

1,
73
3

0
１
.他
会
計
補
助
金

1,
73
3

1,
73
3

0
一
般
会
計
補
助
金

1,
73
3
リ
ー
ス
資
産
購
入
費

２
．
負
担
金

11
1,
36
7

40
,1
67

71
,2
00

１
.他
会
計
負
担
金

31
,3
13

12
,8
77

18
,4
36

一
般
会
計
負
担
金

31
,3
13

企
業
債
元
金
償
還
金
市
負
担
金

２
.負
担
金

80
,0
54

27
,2
90

52
,7
64

企
業
債
元
金
償
還
金

協
会
負
担
金

80
,0
54

企
業
債
元
金
償
還
金
協
会
負
担
金
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支
出

款
項

目
本
年
度

前
年
度

比
較

節
説

明
区

分
金
額

１
．
資
本
的
支
出

千
円

千
円

千
円

千
円

11
3,
10
0

41
,9
00

71
,2
00

１
．
建
設
改
良
費

1,
73
3

1,
73
3

0
１
.固
定
資
産
購
入
費

1,
73
3

1,
73
3

0
リ
ー
ス
資
産
購
入
費

1,
73
3
リ
ー
ス
資
産
購
入
費

２
．
企
業
債
償
還
金

11
1,
36
7

40
,1
67

71
,2
00

１
.企
業
債
償
還
金

11
1,
36
7

40
,1
67

71
,2
00

企
業
債
償
還
金

11
1,
36
7
企
業
債
元
金
償
還
金

(市
負
担
金
31
,3
13
協
会
負
担
金
80
,0
54
)
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奈良市病院事業注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ 固定資産の減価償却の方法

⑴ 有形固定資産（リース資産を除く。）

•減価償却の方法 定額法

•主な耐用年数

建物 ３９年

建物附属設備 ８～１７年

構築物 １０～１７年

機器備品 ２～１５年

機械及び装置 ９年

⑵ リース資産

•所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

２ 引当金の計上方法

⑴ 職員の退職手当については、退職時に一般会計が負担する取扱いとしているため、

退職給付引当金は計上していない。

⑵ 職員の賞与及び修繕料については、一般会計が負担する取扱いとしているため、

賞与引当金及び修繕引当金は計上していない。

⑶ 未収債権の不納欠損による損失に備えるため、回収実績額等により、回収不能見

込額を計上している。

３ 消費税等の会計処理

⑴ 消費税及び地方消費税の会計処理は、免税事業者のため、税込方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

⑴ 貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計の負担見込額は１，１２４，

６２８千円である。
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Ⅲ．セグメント情報の開示
１ 報告セグメントの概要
⑴ 奈良市病院事業は病院及び看護専門学校を運営しており、各施設で運営方針等を
決定していることから、それらを報告セグメントとしている。
なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

２ 報告セグメントごとの営業収益等
（単位：千円）

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産
１ リース取引の処理方法
⑴ リース料総額が３００万円超の所有権移転外ファイナンス・リース取引について
は、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。
⑵ リース料総額が３００万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

２ 賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リー
ス料相当額

１年内 ８２３千円
１年超 ２，９２５千円
計 ３，７４８千円

病院 看護専門学校 合計

事業収益 49,023 104,943 153,966

事業費用 770,435 104,940 875,375

事業損益 △ 721,412 3 △ 721,409
経常損益 △ 121,771 3 △ 121,768
セグメント資産 7,487,050 147,155 7,634,205

セグメント負債 6,579,495 139,004 6,718,499

その他の項目

他会計繰入金 468,905 56,643 525,548

減価償却費 272,259 1,257 273,516

事業区分 事業の内容

病院 病院事業

看護専門学校 看護師養成事業
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